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グローバル公衆とその諸問題1）

中 谷 義 和 (訳)

グローバル化と民主政は個別に論じられてしかるべき問題であるだけに，両者を

結びつけるとなると，当惑せざるをえないほどの重い課題とならざるをえない。グ

ローバル化とは，主な社会・経済・政治・文化・環境といった現象が世界的規模で

連鎖化し，国民国家のコントロールから自立する方向を強めていることである2）。

それだけに，グローバル化はよい機会であると判断している人々ですら，調整すべ

き重大な問題が提示されていると受け止めている。こうした諸問題を民主政の視点

から論じようとすると，民主的な諸制度と文化が国民国家と深く結びついていると

いう別の困難に直面せざるをえない。

すると，グローバル民主政にはグローバル化の民主化と民主政のグローバル化と

いう２つの問題が含まれていることになる。ここに難問が浮上することになるが，

これをひとつのパースペクティブから，つまり，ジョン・デューイ（John Dewey）

が『公衆とその諸問題（The Public and Its Problems）』（1927年）で詳述している

視点から検討することにする3）。また，デューイに従って，民主政にまつわる全て

の問題と同様に，この問題には制度的次元と政治‐文化的次元が含まれていると判

断する。本論では，デューイと同様に，後者の次元に焦点を据えることにするが，

結ぶにあたっては，それほど奇異とも思われない方向で制度的アプローチも試みる

ことにする。

デューイは憲法上の諸権利や政府の諸制度と投票だけでは民主政の持続的展開を

期しえず，民主政が機能するためには公的な意志と価値が求められると考えていた。

伝統的には，動機づけの要件として，大まかには次のことが挙げられてきた。それ

は，高度の自己利益（ホッブズの反民主的方向を拒否し，これを修正したホッブズ

主義者の選択肢），ナショナリズムないし市民の忠誠を期すためのコミュニタリア

ン的紐帯（アクトン卿との論争に認められるミルの考え），市民的有徳を重視する

ことで個別利益を克服することができるとする市民的共和主義という選択肢（例え

ば，ルソーの考え），これである。デューイの入り組んだ行論に以上の選択肢のい

ずれの側面をも読み取ることができるとしても，ここでデューイの著作から引き出
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しているパースペクティブは，彼の現実の意図を正確に捉えているかどうかという

問題は残るとしても，以上の３つの方向とは異なるものである。

デューイのヘーゲル主義的知的背景を踏まえると，新ホッブズ主義的構図を拒否

すべきことになる。というのも，この構図において，個人とは既存の集団の相互作

用に占める契機というより，計算高い社会的アトムであると見なされているからで

ある。また，コミュニタリアン派の選択肢にも問題があるといえるのは，個人とは，

多くの，重複していて，対立すら起こしかねない集団的アイデンティフィケーショ

ンによって組成されているという事実を見落としがちであるからにほかならない。

そして，新ホッブズ主義派が，市民とは共通の政治的価値を持ちえない存在である

と見なしているとすると，市民的共和派は，民主的な政治的方向をめぐって多様な

規範が競争しあっているわけであるから，ひとつの方向で諸価値を乗り越えさえす

ればよいと考えることになる。いずれにも難点が含まれていると言えるが，それだ

けに，デューイの「公衆
パブリック

」という考えを対置すべきことになろう。

デューイの指摘に従えば，「公衆」とは「トランズアクションの間接的影響に服

するだけに，これに組織的に取り組む必要があると見なす全ての人々からなる」と

される4）。この規定は公衆の２つの次元を，つまり，客観的次元と主観的次元を明

らかにしている。客観的には，公衆とは直接的に結びついていて，その作用を深く

している人々を超えるレベルの人々からなることになる。これは（デューイの言葉

を敷衍すれば）即自的公衆であって，その「公的性格」は第３者によって公衆であ

ると見なされうることになる。完全な公衆と，つまり，対自的公衆となるためには，

その成員によって，そのような存在であると理解されることが求められる。デュー

イが完全な公衆のことを「大コミュニティ」と呼んで「大社会」に対置している場

合も認められる。というのも，このコミュニティは客観的基盤を有しているだけで

なく，その成員が自らの現実的課題について関心を共有することで協同の活動を共

通善とし，自らの課題に対処しようとすることになるからである5）。

デューイの公衆
パブリック

概念から30年を経て，ジャン・ポール・サルトルが「集合態
コレクティブ

」に

対置して「集団
グループ

」という概念を提示している。これはデューイの公衆の概念と性格

を共通にしている6）。いずれの分析においても検討に付されている政治の単位とは，

たまたま目的を共有することになり，そのために活動を共にする個人に過ぎないも

のではない。サルトルは，この種の団体の例としてバスに乗る順番を待っている

人々を挙げている。というのも，公衆であるためには，現実の相互作用の意味が理

解されていなければならないだけでなく（サルトルは「共通の活動であると了解さ

れうるのは，それが共有されているかぎりにおいてのことである」と述べている），
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デューイの言葉に従えば，共通の目標を実現するための共同プロジェクトであると

再び「見なされ，模索される」ことが求められるからである7）。

デューイは真摯な政治哲学者であった。彼が，主として，提示しようとしていた

ことは，社会科学の仮説として公衆をどのように見なすべきかということにすぎな

いものではなかった。むしろ，サルトルが「集団の融合」について述べているよう

に，こうした公衆がどのような条件に恵まれると民主的な政治的プロジェクトに参

加しうるかという問題であった。デューイとサルトルの関心が超国民的な公衆に

あったわけではなく，想定していたことはローカルなレベルの政治的プロジェクト

であった（ただ，いずれも，国家の領界が壁となって民主的形成の浸透を期しえな

いと判断していたわけではない)8）。というのも（とりわけ，ウォルター・リップ

マンが『公衆とその諸問題』について示したように）デューイは当時のエリート主

義的アメリカ民主政論に反論しなければならないと考えていたし，サルトルは反個

人主義を避けつつ，マルクス主義の階級分析を社会主義の政治に組み込むための方

法を模索していたからである。こうした営為は総じて政治理論に有効であるし，と

りわけ，グローバル化の問題にも適用しうると判断する。

政治哲学の視点からすると，公衆に焦点を据えることで他のほとんどすべての民

主政へのアプローチに見られる前提条件が浮かび上がることになる。目標が共有さ

ている一方で，公衆における対立には根強いものもあるということ，こうした状況

から政治的相互作用のルールとは社会契約の所産であると見なされることになる。

この伝統において，ひとつの難問に対処されてきた。それは，人々が全く自己利益

中心的なのであれば，誠実な契約など結ぶことはできないし，そんなことができる

のであれば，そもそも契約など必要とされないのではないかということ（契約のた

めに契約することができるのであれば，契約の必要など起こらないということ）で

ある。この問題は，近年，社会選択論においても浮上していて，自己利益中心型の

投票者の調整を期そうとすると，剥き出しの非合理に訴えざるをえないという問題

として，また，憲政をどのように軌道に乗せるかという問題として浮上している。

デューイの焦点は，こうした難問を説明するための手がかりとなりうる9）。デュー

イの理解からすると，公衆は完全に協力的な，あるいは協調的な集合態でも，完全

に敵対的な，あるいは非協力的な個人でもなく，そのどこかに収まりうる位置にあ

ることになる。

デューイが討議民主政の先触れではないかとされるのも，この理論の論者たちは，

討議が十分に機能しうるのはローカルで対面型のフォーラムであるとしつつも，こ

の理論によって広範な社会政策が正当化されうるのであろうかという問題に直面し
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ているからである。この問題がそれほど厄介なものとならないのは，人々がより広

い公衆であることを自覚し，ローカルな諸領域に広く及ぶ諸問題についてローカル

なレベルで検討を繰り返しているということ，これが考慮される場合である。同様

に，リベラル多元主義には寛容に欠ける人々への寛容という，また，公私区分の領

域設定という根深い問題が残されている。これは，克服しがたい「リベラルの逆

説」であるというより，既存の公衆の枠組みにおいて浮上せざるをえない諸問題に

過ぎないと見なされるなら，対処しうる課題である。

デューイの公衆論はラディカル多元主義的民主政論者たちの「人民」観とは異な

る位置にある。というのも，彼らは，社会的主 体
エージェント

が自らと自らの目標を人民自体

の表象であるとすることで，どのように政治的ヘゲモニーを行使しようとしている

かについて分析しているからである。このアプローチには，ポピュリスト型デマ

ゴーグに最も劇的に，また，ご都合主義的にあらわれる「人民」という言葉のカテ

ゴリーの脱神秘化という利点を認めることができる。だが，ポピュリストたちが既

に政治活動を行なっている社会的主体の多様な個別目標を代表しているとするにと

どまらず，共通の諸問題を解決しうる最善の，あるいは，唯一の希望の星でもある

としている場合には，公衆も彼らの操作に服することになる。ラディカル多元主義

派の視点からすると，公衆は人民に先行する位置にあるだけに「非政治的」である

とされる。これは，ポピュリストたちがなぜ普通の，政治活動に消極的な，あるい

は政治を避けたがる市民に訴求力を持ちうるかという，あるいは，公衆が直面して

いる諸問題に応えることができなくなると，なぜ瞬く間に支持を失うかという疑問

の説明ともなりうる10）。

もちろん，調整に欠けることも多いし，投票結果が多数意志とは異なる場合も起

こりうる。また，憲政が根付かないという事態やローカルな討議がしかるべき政策

と結びつかないという状況もありうる。さらには，多元主義の逆説のなかで自由民

主政の理論と実践が機能しなかったり，ポピュリズムでは根深い社会問題に対処し

えないにもかかわらず，訴求力をもちうる場合も起こりうる。デューイ的視点から

すると，こうした事態が起こりうるのは，部分的であれ，公衆が必ずしも常に存在

しているわけではないし，あるいは，容易に成立ないし存続しえないからである。

また，完全に民主的な公衆とは，総じて，完成型ではなくて近づくべき理念型にほ

かならないからである11）。デューイはプラグマティズムの創始者とされるが，そ

の主要な意図は，自覚的公衆の存在が重要であると認識し，そのしかるべき場所を

想定するとともに，その実現の機会と障害を確認することに発している。これを踏

まえて，以下では２つのグローバルな問題にかかわる仮説を提示することにする。
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それは，環境の存続に対する世界的脅威という問題であり，また，間違って「南

北」に区分される場合があるにしろ，生存と有意味な生活に必要な経済的資源の根

深い，しかも大きな格差という問題である。

グローバルな客観的公衆はすでに存在しているといえよう。「グローバル化」と

いう言葉は，いずれの地域の住民も他の全ての地域の人々と事態を共有しているこ

とを指している。この点は自然環境の破壊や富のグローバルな偏在について指摘し

うることであって，環境破壊や激しい経済的不平等が世界的に認識されることで，

グローバルな公衆が形成されうることにもなる。攻撃されるなかで欠点を含むもの

とならざるをえなかったが，京都議定書や国連の経済格差の縮小案はこうした認識

に発している。すると，これがどのような影響を呼び，あるいは，対自的公衆の形

成を予測しうるかという問題と結びつくことになる。

デューイの指摘を援用すると，成熟した公衆が成立し，存続しうるためには次の

４つの条件が求められることになる。それは 共通の目標， 対立の平和的調

停， 自覚， 妥当な制度的構造，である。

ジェーン・コーエン，リチャード・フォーク，マイケル・ウォルツァーといった

コスモポリタン派市民共和主義者たちの理解からすると，グローバルな公衆とはグ

ローバル市民社会のことであって，その成員はいくつかの価値を共有することで結

合しうることになる。それは人権の保障，民主政の信条，法の支配の尊重，公共善

を追及する姿勢であり，これには超国民的規模の市民的有徳も含まれる12）。私見

からすると，この条件は強すぎると思われる。EU の全ての国の市民が（コスモポ

リタン派のショーケースからすると）こうした市民的有徳を共有しうるとしても，

現局面において，この価値が世界中で一般化されうる状況にはないといえる13）。

すると，グローバル市民社会とは，実現するには厳しい理念とならざるをえない。

だが，デューイの理解からすると，公衆とは同質的価値を持った存在ではなくて，

多様な，場合によっては対立しがちな価値を持った人民のあいだで，共通の諸問題

に対処することを前提条件としている。市民共和派の理念を基礎として共通の政治

文化を創出することができると，あるいは，実際，それが望ましい目標でもあると

すると14），そうした企図の結果というより前提条件として公衆が再び浮上するこ

とになるし，公衆が課題の認識を共有するなかから，その種の文化が生成しうるこ

とにもなる。

また，グローバル公衆とは，自己利益にかかわる当事者が価値自由的立場から相

互に調整を期す存在であるという視点からではなくて，もっと力強い存在であると

見なすべきである。というのも，大規模な共通の課題に直面するなかで，長期的視
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野から自らが公衆であることを自覚しうることになれば，その成員は，将来，帳消

しになるかもしれないという不安を抱えながらも，個人的犠牲をも厭わないことに

なるからである。共通の規範的価値を欠くと，また，他者が離反したり，その不安

があると，公的かかわりは極めて弱いものとならざるをえない。この種の規範的価

値やある種の平和主義については後に取り上げることにする。さらには，公衆の成

員は何らかの先理論的
プレセオレティカル

な規範的直感を共有していなければならない。これは，共通

の基本的な倫理論ないし直感の解釈についての了解とは別のことを意味している。

グローバルな環境という問題に即してみると，環境倫理の著作に認めうるように，

生物中心の方向や人間中心の方向に傾く論者もいる。また，こうした論争を無視し

たり，感知しない人々も多いであろう。さらには，どうして環境のグローバルな破

壊という問題に公的に取り組まざるをえないかとなると，目先の利益から，こうし

た破壊に手を貸している人々や諸制度を批判しなければならないからであると考え

る人々もいよう15）。この点では，公衆の成員においても平等主義的政策をどの程

度に重視すべきかについて，あるいは，その性格や限界についても意見の違いが起

ころう。だが，358人の最も豊かな人々の総資産が最も貧しい人々の45％と，つま

り，23億人に等しいという現実には道徳的に欠けるものがあると直感せざるをえな

いはずである16）。

平和主義の条件とは，共通の問題に対処するにあたって公衆の成員間に意見の対

立が起こる場合でも，暴力に訴えないということを意味している。この条件は，対

立が厳しいものではなかったり，暴力を誘発するほどのものでない場合には，余計

なことに過ぎないことは言うまでもない。環境保全論者の多くは，例えば，京都議

定書には汚染クレジットの売買規定が含まれていると非難した。また，富を富裕地

域から貧困地域へ移すにしても，その程度は平等主義を大きく下回る水準にあるし，

援助の配分原則をめぐって論争も続いている。こうした事態は，総じて意思に欠け

ることによるのか，あるいは，どの程度，これに起因するかということ，これは，

環境危機やグローバルな貧困という問題と結びついて，ゼリー状のグローバル公衆

の将来という問題を浮上させるだけに，極めて重大な問題である。だが，その意思

が存在している場合といえども，国民間のみならず国民の内部においても，何を優

先し，どのような方策に訴えるべきかとなると対立が起こるだけに，何らかの難点

を免れえないといえよう。

公衆の成員においても対立は起こりうるが，暴力は避けるべきであるとする姿勢

が広く平和主義の道徳的信条となりえよう。こうした倫理が重要であると心から考

えている人々もいようが，これだけでは非現実的であるし，一般的動機とするには
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心もとなさすぎる。また，自己利益の計算を当てにすることも危険といえよう。と

いうのも，負けたからといって暴力に訴えることで紛争を解決すべきではないと考

えている人々も多いといえようが，保護されてしかるべきであると，あるいは，危

険を冒しても得るものがあると判断すると暴力に訴えようとするからである。する

と，デューイが想起したように，公衆の成員のあいだで対立が起こりうるわけであ

るから，非暴力を守ろうとする姿勢は道徳と自己利益のあいだの，あるいは，両者

をつなぐ諸要因に求めるべきことになる。

こうした公衆が登場するのは，人々が共通の問題に直面した場合である。また，

それが十分な展開をみるのは，人々が共通の課題であると認識するとともに，共同

で取り組むべきことであると理解した場合である。この脈絡からすると，紛争の平

和的解決が共通の問題について公的に取り組むための前提条件となる。すると，公

衆が存在している限り，その成員は，列を乱すことが自らの解体を呼ぶことになる

と見なすことになるし，そうさせない倫理が公衆の統一を守るための条件となる。

隊列を乱そうとするものがある場合には，そうさせまいとする姿勢が場当たり的計

算よりも強力に作用することになる。（別の表現を使えば）団体行動の場合と同様

に，公衆は自己利益にそむくという危険に，つまり，囚人のジレンマに陥ることに

なる。社会選択論は，いずれの脈絡からみても，この種のジレンマには克服しがた

いものがあるとするが，デューイのパースペクティブからすると，この種の問題は

現実の環境においてのみ関心の対象となりうるものであって，そのきびしさはそれ

ぞれの環境に固有の特徴に左右されることになる。

また，個別の問題に対処しようとするなかから，複数の公衆が存在することにな

るので，こうした人民の団体が特定の問題と結びついて，ひとつの公衆が形成され

ることになるということ，この点も注目すべきことであろう。こうした諸団体は同

じ個人から構成されているから，平和主義の姿勢が問題ごとの公衆に広く生まれる

ことになる。こうした状況から，ひとつの全体的公衆が形成される基盤が生まれる

ことになるし，個別の問題と結びつくと，別の弾みもつくことになる。世界的貧困

や環境危機といった問題はこの例に当たる。環境の悪化が世界の貧困地帯に顕著で

あるだけに，環境の公正を期すべきであるという要求が生まれることになる17）。

貧困は，その脱出の必要から森林破壊のような環境破壊を呼ぶことになる。

公衆の別の条件に移るまえに，公衆の結束という点で別の見方を提示しておくべ

きであろう。それは他の公衆に対する敵意という問題である。ラッセル・ハーディ

ンは，今日の自民族型ナショナリズムに発する敵対関係は，諸集団が内部調整とい

う問題を解決するための方法であると見なすべきであるとしている。つまり，民族
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集団やナショナルな集団の内部対立は他の集団に対する共通の敵意をもって抑制さ

れるということである18）。これが公衆の唯一の紐帯となりうるとすると，グロー

バル公衆のパースペクティブなど望むべくもないことになる。だが，外部集団に対

する敵意だけが公衆の統一の基盤であるとは思われない。サルトルは，集合態から

集団への移行について論ずるなかで「他者（autres）」との対立について述べてい

る。これは別の見解に立っている。

人々を対立させるという問題提起的状況，つまり，「他者性（alterite）」は団体

を集団に転化する道具となる。バスを待っている通勤・通学の集合態において，各

人は，たとえば，系路が同じであるとか，順番を待っているに過ぎないという点で

同じ立場にいることを自覚しているに過ぎない。いざこざが起こったとしても，些

細なこと（順番の取り合い）に過ぎず，それぞれのアイデンティティの規定に発す

るものではない。だが，集団の場合となると，人々の自己認識は共通の問題に直面

しているとする考えと結びつくことになる19）。サルトルの『批判』の関心は，主

として，自覚的労働者階級の起源をどのように説明するかということにあったわけ

で，対立している諸階級が，一体として，ひとつの集合態を形成しうるかどうかと

いう検討に及んでいるわけではない。だが，原理的には，この検討に及びうるもの

であると思われる。対立している“他者”と挑戦的な“他者性”との場合のように，

後者が動機の溶剤となって，他の集団との根強い対立を呼ぶということは広く見ら

れることではあるが，そうとは必ずしも言えない。グローバルな諸問題は“他者

性”の別の例と見なしうるものであって，対処すべき団体活動が求められるマクロ

な課題である。この挑戦から別の諸対立が起こるにしろ，サルトルの集団ないし

デューイの公衆に不可欠な認識や共同の決定が触発されることにもなる。

公衆の第３の条件は，部分的であれ，即自的公衆の概念と結びついている。この

点で，デューイは，「主な困難」は「分散的で流動的な，また，雑多な公衆が自ら

をどのように認識し，その利益を規定するとともに，それを表現しうる手段をどの

ように発見するかということにある」と述べている20）。この指摘からすると，こ

うした手段をどのように，また，誰が発見するかという問題が浮上することになる。

ひとつの方法としては，専門家の教育をもって民衆が公的存在であるという自覚を

期すという選択肢を挙げることができよう。この方法は反民主的な社会工学やエ

リート主義的パターナリズムのにおいがするし，自己を発見をするのは公衆自身で

あるとすると，鶏と卵のジレンマに陥ることになる。

デューイのプラグマティックな方向がこの困難を解決する方途となりうる。目的

を実現する手段は，目的の諸要素がすでに実現されていることを前提としている。
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すると，諸問題は克服できないジレンマではなくて，問題の解決は自己形成の過程

であって，全部ではないにしろ，目的の諸要素が完全な実現手段のなかに含まれて

いることになる。プラグマティストは「鶏と卵」のメタファーよりも「靴紐を自分

で結ぶことで自己を高めうる」というメタファーに訴える。当該の問題からすると，

教育が重要な意味を帯びることになる。『公衆とその諸問題』の結びでは，公衆の

形成において教育が重要なことを指摘しているし，この問題について論じた多くの

エッセーのひとつでも，デューイは，公立学校システムが「人々のあいだで廉直と

結合を，また，共感と統一を育むことになる」と述べている21）。

デューイの教育論はポピュリスト的すぎるという根拠のない批判も浴びていると

はいえ，専門家と教育者がきわめて重要な役割にあることを認めている。また，公

衆の自覚化を期すプロジェクトにおいて，研究者，著述家，教師の技量と知識が重

要な役割を果たしうるし，その必要にもあるとしている。デューイは，また，専門

的知識人とは社会から生まれるものであり，その所産でもあるとし，カール・マル

クスが指摘しているように，教育者は常に教育されるべきであると述べている22）。

しがたって，民衆と専門的知識人との相互作用は，公衆の自己確認という点で螺旋

的な運動の関係にあることになる。

デューイはローカルなレベルの直接的な参加民主政の主唱者であったとはいえ，

公衆が直面している諸問題の範囲は政治的代表を必要とするものであって，説明責

任を期し，民主的であるためには，公衆の自己認識において「公的代表者の選出と

その責任と権利の規定が重視」されるべきであるとしている23）。代表の必要性は

現代の公衆の第４の条件となるが，規模に鑑みると，グローバル公衆にも妥当する

ことは明らかである。これには，当然のことながら，制度的枠組みが求められるこ

とであって，そのひとつに国連の強化も入る（大幅の改革が求められる）。これは，

冒頭で指摘したように，それほど驚くべき制度改革の提言とも言えまい。

国連の成立には，あるいは，少なくとも，その公的支援が広がるためには，既述

の性格のようなグローバル公衆に類する存在が求められていたといえよう。国連委

員会の「2000年ミレニアム宣言」が求めているように，グローバルな貧困に対処す

るためには，また，（「ブルントランド」報告や「京都議定書」に見られるように）

環境危機に対する世界的な対応を期すためには，この種の機関が必要とされる。さ

らには，より民主的で責任ある機関となるためには，近年，国連の自主的研究が提

唱したような諸改革が求められているといえよう。とりわけ，世界の軍事強国間の

戦争を避けるためには，当初の構造を変えて相互に拒否権を行使しうるものとする

だけでなく，他のすべての構成諸国がもっと包括的に協力しうるものに変えるべき
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であるとしている。これは注目すべき提言である。また，国連を強化するだけでな

く，国民国家にとどまらずリージョンのレベルにおいても代表者を選出し，アジェ

ンダの設定に市民が参加しうるものとすべきであろう。さらには，リオや北京会議

で緒についたように，国連と社会諸運動との交流が深まることになれば，公衆の入

力という点で別の道が開かれることにもなろう。

もちろん，国連の改革と強化は小さな挑戦とはいえない。この課題には最も強力

な構成国であるアメリカの抵抗が予測されるだけに，より困難なものとならざるを

えまい。これは，ブッシュ政権が国連を公然と敵視していた人物（ジョン・ボルト

ン）を国連大使に任命したことにも窺われる。この状況には地政学的駆け引きにと

どまらないものがあるし，グローバル公衆にとって最も重大な障害が状在している

ことになる。

ついでながら，左翼政治の最近の（少なくとも，筆者にとっては最近の）エピ

ソードを簡単に紹介することで，この種の障害がどのようなものかについて説明す

るとともに，公衆を育て，守ろうとすると複雑なものとならざるをえないことを明

らかにしておこう。前世紀のマルクス主義系左翼の３分の２の期間を振り返ってみ

ると，伝統的な民主政治論と政治道徳論には折り合いのつけがたい２つの規範的政

治論が底流していた。それはブルジョア的とプロレタリア的思考である。これは，

レーニンが「異なった階級が存在している限り，“純粋民主政”について語ること

はできないのであって，語りうるとしても，階級的民主政にとどまらざるをえな

い」と述べていることにも窺いうることである24）。同様の考えはトロッキーの

『彼らと我々の道徳』と題するパンフレットにも認めうることである25）。だが，

1960年代後期のユーロコミュニストたち（この名称には誤解を呼ぶところがあると

いえるのは，彼らにはイタリア・フランス・スペイン・イギリスのみならず，日本

や南アメリカの一部の共産党の理論家や指導者も含まれていたからである）がこう

した視点を拒否し，彼らにのみならず，諸国の資本主義の擁護者によっても共有さ

れうる民主的な政治規範の一般論を提示している。

左翼の系譜からすると，この潮流は新しい主張であった。このパースペクティブ

においても階級対立の構造が否定されているわけではないが，民主政を国民的規模

で守り，広げようとすると，階級基盤型の対立観ではなくて，国民の代弁者による

協同のプロジェクトの遂行が求められるとしている。こうしたプロジェクトは彼ら

にとって重要であるだけでなく，社会主義への平和的移行の道をつけうる位置にも

あるとされている。彼らがレーニン主義者に不満を覚えたのは，民主政を批判する

あまり，こうした目的を社会的規模で実現することなどできないとされていたから
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である26）。本論とのかかわりからすると，ユーロコミュニストたちは階級などの

区分を超える方向で国民的公衆の参加を求めていたことになる。1989年に共産主義

が広く崩壊し始めたわけであるから，ユーロコミュニストの営為がどのようなもの

となりえたかは知りえないとしても，ヨーロッパ，南アメリカ，日本の共産党の当

時の支持基盤には，かなり広いものがあっただけに，その成功には，民主政にかか

わる諸問題を軸として国民的・国際的公衆を構築しようとする営為が求められてい

たといえよう。

ユーロコミュニストのプロジェクトとその対抗軸であったレーニン主義の方向と

を対比してみると，大まかに言って，公衆の形成にとって障害となりうる２つの次

元が浮上することになる。レーニン主義の視点からすると，社会は２つの敵対陣営

に分かれているだけに，社会の全成員を包括するプロジェクトなど成立しえないこ

とになる。同時に，このパースペクティブからすると社会の同質化が求められるこ

とにもなる。というのも，勤労者の多様なアイデンティフィケーションが階級的ア

イデンティフィケーションに，さらには，労働者階級が人類の長期的利益を代表し

ていると想定されるので，階級的違いに還元されてしまうからである。ユーロコ

ミュニズムがこの方向に抵抗したのは，民主政を共同で構築しようとする社会的プ

ロジェクトを模索するとともに，国民と民族や専門職業とジェンダーなどの多様な

アイデンティティの動機を認識し，これを尊重しようとしたからにほかならない。

ユーロコミュニストの理論家のなかには階級的基盤を重視し，こうした動機を政治

的にランクづけようとする論者もいなかったわけではないが，階級外的アイデン

ティフィケーションは階級闘争をあいまいにするものであって，有害であるとする

従来の考えを払拭するとともに，民主政を高めようとするプロジェクトに熱心に取

り組む用意にある限り，資本家を含めて資本主義を支持する人々を重視しようとし

た。

以上に鑑みると，ユーロコミュニストたちは，（意識にはなかったにしろ）公衆

を育成しようとするデューイのアプローチを，つまり，違いを尊重しつつも，包括

的統一を模索し，これを引き出そうとするアプローチを採用していたことになる。

公衆を育てようとするプロジェクトの２つの側面は，既述のように，デューイの学

校システム批判に読み取ることができる。すなわち，「多様な人々が多様な理念や

信条を持ちつつも，アメリカの公衆と国民生活において，……われわれは共通の課

題，共通の責任，共通の関心と共感を有していると，また，その他，多くの違いが

あるにせよ，協働しうる」と認識すべきである，と27）。全体としていえることは，

公衆には非同質化型統一性と反分断主義的多様性との複合的統一が求められるとい
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うことであって，これは，デューイの指摘に従えば，次善の策であるにしろ，その

実現には容易ならざるものがある。

本論を結ぶにあたって，一般的視点の別の例について，つまり，政治的権利につ

いて敷衍しておこう。時宜という点では執筆時と公表時とのあいだに，どのような

政治的変化が合衆国で起こるかによっては異ならざるをえない。そこで，次に述べ

る政治的意見を共有しない読者は，この例は一般的な理論的視点を提示しているに

過ぎないと受け止めてもらいたい。また，アメリカの住民であって，意見を共有し

うる読者であれば，公衆を形成する活動に参加することを直ちに求めているものと

受け止めてもらいたい。

グローバル市民社会を展望する著書で，ジョン・キーンはその政府を「コスモク

ラシー（cosmocracy）」と呼び，次のように指摘している。アメリカが「コスモク

ラシーという，より実効的で民主的な形態の触媒の役を果たしうる」か，あるいは

「世界支配を目指すことになる」か，これが「現代の危険な政治的争点であるとす

ると」，コスモクラシーは「その最大の争点となる」と28）。私の判断からすると，

また，現局面のアメリカの政権に鑑みると，残念ながら，これが幅広く争点化しう

るとは思われない。現政権とその取り巻きから判断すると，グローバルな公衆やナ

ショナルな公衆の形成に連なりうるものは認めがたい。

すると，デューイの公衆が平等主義と新自由主義の両哲学の支持者からなりうる

としても，共通のマクロな問題を解決するとの両派の公言が虚言ではないという限

りにおいてのことである。だが，アメリカ政府の最高位の要員が自らの政策から直

接的に利益を引き出している私企業と深く結びついていることに鑑みると，新自由

主義の理論的原理の信奉者として平等主義に対抗することこそがアメリカの国民の

みならず，長期的には世界中の人々にとっても最善であると判断しているわけであ

るから，そのような構図とはなりえないことになる。トロッキーのパンフレットを

援用すれば，民主的でキリスト教的修辞に飾られているとはいえ，「彼らの」徳義

は，彼らを含めて，既に，ごく少数者に集中している富と権力をさらに集中するこ

とを求めているに過ぎない。これは，キーンが恐れているように，グローバルには

世界支配のプロジェクトにほかならず，代表型のグローバル制度を築こうとする試

みから身を引くものであるだけでなく，これを攻撃することで環境破壊や世界の貧

困といった問題を避けようとするものにほかならない。

これはグローバルなレベルで同質化の圧力を強めようとするものであって，とり

わけイスラム地域を視野に入れ，自由市場型資本主義によって，また，分断型政治

と一体化したアメリカ流の選挙政治型の民主的慣行と文化によって単一の世界秩序
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を目指そうとするものである。現在の政府アドバイザーや広報官たちがイスラムに

対して，また，イスラムと他の世界的な宗教や文化との関係について，どのような

姿勢をとっているかについてはサミュエル・ハンチントンの「文明の衝突」という

言葉に表れている29）。これは誇張に訴えて世界を高貴な人々と野卑な人々に分か

れているとするものである。アルカイダなどのテロ集団の支持者がイスラム社会の

出身者であり，この種の姿勢を煽っていることは明らかである。その修辞はアメリ

カの宗教原理主義派にも影響し，テロに対する市民の恐怖とも重なって，現政権の

疑問の多い動機に発した無謀な軍事行動を支持することになっている。世界の諸宗

教は複雑な緊張関係にあるといえるが，だから，また，グローバル公衆が対応すべ

き代表例となりうるのである。こうした公衆の形成は，分断的で敵視型の姿勢が喧

伝されるかぎり，厳しい制約に服さざるをえない。

アメリカの現政権は，デューイが約50年前に強い関心を示したように，アメリカ

のナショナルな公衆の実現すらをも破壊する政策を追求している。ナショナリスト

の修辞は宗教的次元との結びつきを強めることで，「真のアメリカ人」という同質

的国民像を提示するものであるだけでなく，この国を政党政治の区分線に沿って分

断するものでもある。今や，課税策，規制緩和，選択的政府助成策によって，また，

かつては公共善とされていた領域が切り崩されることで，富者と大企業にのみ利益

が転がり込む方向にあり，そのことで階級の区別を超えたナショナルなプロジェク

トの成立を期しがたいものとしている。さらには，原理主義的宗教右翼の活動が活

気を帯びているだけに，アメリカの公衆を育てることで，自らの政治とは集団的に

対処すべき問題であるという視点が共有されることになるということ，これは最も

困難な課題である。これは気の滅入りそうな課題ではあるが，本論で指摘したよう

に，グローバルな諸問題がグローバル公衆によって対処されうるものであるとする

と，この課題は克服すべきことにもなる。

1) この論文の草稿は，2005年４月にワシントン大学とセントルイス大学の哲学部と政治学

部の共催で開かれた「民主政とグローバルな正義」に関する研究会で発表されている。こ

の研究会の参加者から，とりわけ，次の参加者から有益なコメントを受けたことに感謝す

る。Claudio Duran, Peter Fitting, Stephen Scharper.

2) ウルリッヒ・ベックは，グローバル化について論ずるなかで，「グローバリティ

（globality）」という言葉に規範的に中立的な意味を込めている。また，他のコスモポリタ

ン派と同様に，「グローバル化」という言葉はナショナルな地域中心主義
パローキュアリズム

に対して積極的

に挑戦するものであるし，リージョナルなガヴァナンスを規制する位置にもあるとしてい

る（グローバル化が反民主的で不当な結果を呼ぶ場合も起こりうるとするとともに，「グ

ローバリズム（globalism）」という言葉を留保し，これに軽蔑的意味を込めている）。
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デニス・ミューラーは，このパースペクティブからすると，どうすれば憲政を構築するこ
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